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の 19同年12月 東京大学生産投術研智所内につくられたロケット研究グル プ AVSA(超音速
航空工業連合研究会)が中むとなり， ロケットの研究がすすめられ.1955年4月には，プリン/
14G (282) 指 11~巷前 3 号
【第 1表〕宇宙開発
瓦注宅町附年度 11田6年度|附年度 1 19四年度 I 1959年度 1 1剖 0年度
科学技術庁 。 O O 。 O 37，876 
文部省 17，42G 61，525 120，000 175，000 84，77G 167，461 
通商産業省 。 。 。 。 4，800 5，000 
運輸省 。 。 O 。 O O 
郵政省 。 。 o 。 。 25，000 
建設省 。 。 。 。 。 。
総 235，337 
年増加率 353.1 95.0 45.8 ← 48.8 162.7 
100 353 689 1，口04 514 1.351 
防衛庁 428，244 1，322，217 1，069，465 
年噌加率 208.8 -19.1 
言示王町 19田年度| 四 7年度 1 1蜘年度| 1969年度 | 197日年度
科学技術庁 (債)213，580106 (債I)，148，600 (債)1，874ρ50 [債)53，日741603，C96941 (債1613137568A，2叩33 793 702，180 3，269，442 
文部省 2，700，417 (債3)，54291，94C2O7 (債3)P503404β，4日370 (債3)5973日00，027，447 
(債)r，410，200l 
通商産業省 143，502 195，500 153，000 167，300 111，口0
運輸省 101，144 91，631 145，816 124，331 152，631 
郵政省 206，392 (債)45671，O8O4O6 (債14989，41366 (債)418，O72U5日 (債)183，000 619，464 122，72 299.391 
建設省 10，568 8，608 4，763 28，535 12，635 
総 社函r 1 (債)32 1 3 ，51 0 | (債)I ，8128 1 500 |I[債)2 ，9230 26 ，9182 6 | [債) 6，0168 M 6 4 |1 ( 債1)473，7 69975，4047 0 ，955，829 I 5，887，192 I 7，236，922 I 9，181，329 
年増加率 33.4 48.8 22.9 26.9 61.2 
22，702 33，786 41，532 52，691 84，921 
防衛庁 5，191，466 5，435，044 9，596，σ70 (債1)5l，25044，8163671| 




(出所) ，宇宙開発ハソドプヅクJC昭和48.49午)， ，ロケッ I開発協議会会報JNo. 127， 137。
戦後日本における兵僻生産とその特曲につい1 (抽出 147 
関係予算
1961年度 1962年度 1963年度 1964年度 1965年度
72，191 (債)101，924 (債}37304，476520 (債) 95，000 (債)115，.O3050 215，211 625，710 762，3 
259，197 326，619 528，110 1，224，19] 2，000，~田
lu，500 16，000 9，500 75，373 81，400 。 o 。 18，160 20，988 
155，389 160，197 (債)160，853279 189 288，662 97，251 
O 。 。 601 2，666 
(債)101，924 (債I)，O5361，287|| (債〉 9M，69mo7|  (債)115，O口62、
718，027 1，901 2，232 2，865 
111.3 44.4 47.9 110.3 32.8 
2，854 4，121 6，094 12，813 17，016 
1，258，174 757，144 961，748 5，441，557 3，7口9，404
23.6 39.8 27.0 465.8 31.8 
1971年度 1972年度 1973年度 1974年度 計
(債1)81，36IB6I3S329608 (債11438113C840 (債田5，603，380 (債)48S781210 135，323，159 19.811.082 30，35R，279 ，612，678 
(債)917，760 (債) 778，541 (債) 800，921 (債)25，3048103，51665 35，067，597 2，885，224. 3，268，317 3，808，596 
124，000 98，000 88，000 75，口O 1，357，875 
315，507 (債) 274，200 (債)11669，796094 I{責)3，15450914 4，936，889 459，647 1，口52 2，454，130 
(債)269，200 (債) 189，180 1/責) 119，660 (債)4，581，778 5，774，901 353，369 313，016 1，240，464 1，236，206 
12，36B 13.508 13，035 3，448 110，735 
(債、 9.368.6叩 I 1債山53161|(債仰町叩 I 1債)別14 田~I15，353，736 I 23，963，570 I 36，561，278  57，465，口27 182，576，156 
3.8 56.1 52.6 57.2 
88，113 137，524 209，821 329，785 
、













































年 9 月打上げたミ~ -4S1号機(科学衛星 MS-FI(重量62kgr)を積載〉は， 4段
目ロケヅトが点火せず，衛星を軌道にのせることに失敗したが，科学衛星をふ




















































































をしめしている。 ジョ Y ソY ・メモというのは， 日米宇宙協力について米国
側の基本方針(宇宙開発協力のきいの条件〕をのべた覚え書き9)で， 1968年12月13



















れたのちの， 7月には沖縄に， 8月には日本本土に原子砲が持込まれたときといえるであろう a































「朝日J(12月 18~) 記事では「つぎの 2点を古む協定締結を希望ずる」と L寸個所は「つぎの2
点を古む合意を得たいと考えている」となっている。














ロラッ?・ミサイノレ兵器は，大別して， 1) ロケット・ミサイノレの本体， 2) 
ロケット・エンジン， 3) 推進剤， 4) 発射設備， 5) 索敵探知装置， 6) 誘




重力)， 宇宙ジンなど， 厳しい環境に耐え， その条件の変化に対応して作動し
うる素材，設計，加工が必要である。また p ケット・ミサイノレは，相互に連
鎖関係をもっ多数の部品の集合体〔兵器ではないが，東大ロケット・ミュ 4S1号機




12) Iロケット開発協議会会報JNo. 193， 39ベージ。
戦捜日本における兵器生産とその特徴について (田1) 155 
E第2表〕 寸、型誘導ミサイノレ生産関係部門の比率
部門 J百 百十電気 17.5 22.6 4U.1 I 53.7 l 旧 -.1
67 
l光学 -1 ~I 
機械航空 11.1 I - I 11.1 
ノ精 機 -1 661 6.6 31.6 
言十 測 -.!351 13.5 
給、 8.0 
計 100.0 













ば IC(集積回路〕は， ミサイノレ開発の副産物であるように，電子工業は， ミサ



















































































ケット開発のため，わが国にそ申技術が供与される，重さ 340kgrの静止衛星， 240 kgrの月ロ
ケヅトの打上げ能力をもっ「ソー デルタJ(Thor-Del担〕は，かつて在費韮主地に配備されていた
米空軍の IRBM(中距離弾道ミサイル)rソ-1をNASAが人工衛星打上げ用に転用し，改良し
たものである。また，一人乗り衛星船マー キュリー を打」封2た「アトラスJ(Atl曲)は， ICBM 
(大世間弾道ミサイル〕として開発され 1965年以降宇宙開発用に転用されたものでゐるー有人
宇宙滑空機ダイナ ソアの打上げ用の「タイタン 3CJもICBMから転用されたもりである。






































戦後の軍需生産は，第 3 次防衛力整備計画 C1967~71年)により幼児期を脱し，













充して独立事業部に昇格J (r毎日J1969. 7. 2めさせ墨ことが検討され，また「ミサイル閥発
白ため， 1973年までに岐阜工場に約10憧円の賢金を投じて音響試験室などの鉱充JCr日刊工業1
1969. 8. 17)がはかられた。多額の資金を投じ， ミサイル開発に積極的な構えをLめしている
申は，防衛庁需要の獲得とともに「ミサイル技術の習得を通じて将来の宇宙開晃に臨む力をつけ
るj[内麗E電二取締役)cr毎日J1969. 7. 2のためにほかならない。

























られた第 3 期 (1963~67年)，さらに XC-1 (輸送機)， XT-2 (高等練習機〉などの自主開発へ
とすすむ第4期 (1968年以降)に区分することができる。
18) 部外参考資料 D-56I誘革兵器に就いてJ2へ ~; a 
19) 向上， 21へーク。

















し円対戦車ミサイノレ (ATM). スパロ一級空対空ミサイノレ (AAM)の試作開









23) スイス白エリコン社的地対空ミサイルは，合劫射程 20km田小型軽量 (250kgr)のもの己
商品として諸外圃に輸出しているため，その製造権の獲得を考慮して購入された。













また. 1956年度には，川崎重工業(本体〕を中心に， 日本電気〔誘導装置). !it' 
イセノレ(推進剤).藤倉電線(ワイヤー〉などの協力により，研究開発がはじめら







またz 数日韓の1959年5月26日に，記者会毘で3 伊能防衛庁長官は， rホー グについても米，
英国が援助してくれるならば，これを装備したL、し，また国産もしたいJcr朝日J1959年5月2
7日〉とのべていることかbみても.1958年秋γ ャフ国務次官補代理が来日したさい， rホ ク」
をふくめ，自衛隊のミサイル装備白方針む具体化について話しあわれたことは確かであろう G




胴体直径 120mrn，重量 15.7kgr，速度 85m/l弘有効射程約 1，5帥田。発射装置は操縦器，
眼鏡，電話器，送信器，制調器，分電器，点検器などから構成されている。
28) r日刊士業J，r日経J1965年7月22日参照.




1957年 B月から， 日産自動車を中心に， リコ一時計， 日本製鋼所， 日本油
脂(ノヮプ系国体推進剤担当〕などり協力で， 開発に着手された大型ロケ少ト弾。SR)は，当初直径 200m/m，長さ約 4.5mのものであったが，威力増強の
ため1960年に直径 300m/mロケットに変更して開発がすすめられ， 6次にわ










また， このほかレーダー・ホーミ γF方式のものとして開発された AAM
は3 一部試作されたりみで，開発が中止されたものもあるロ
多額の予算がつぎ乙まれたにもかかわらず〔第1表，防衛庁の欄参照)，その結
29) AAM-Iは， F-104]塔哉のサイドワインダー [米海軍の NOTSが開発したものを FMSを
つうじ，防衛庁が輸入(1尭約100万円))一一航空自衛隊は約1，000発保有(I日刊工業J1969， 
10. 21]一一ー にかわるものとして開発されたものである， 1968年度に装備するため20発がはじめ
て三菱重工に発注された.価格は約7，000万円であり， 1尭約350'万円になる(サイドワイ γ ダー
輸入価格の拘35倍)01969'年度には3C発，金額忙して13置8，?70'万円分が発注きれたが単価は1
発約'419方円一回目年度にくらべ2C弘以上高くなっている.(I日刊航空通信J1968. 2. 2およ叫






























rl1 (構成JGM懇談会はこれをGMに関する民聞の一元的な機構とする~ (2) 構成メンバー
は現在の段階においては最小限の関保各社，l:L.差し当り従当経由14社正する句研賓の進捗するに
従って，新たに関部会社の参加の必要が生じたときは，その都度検討する o 181 議長，副議長は
従来。会長，副会長のままとする。 (4) GM懇談合に事務局幹事会を設け』 ζの幹事会がGM懇
談会白運営に関する企画立案することとする。 151 事務局幹事会は，差し当り防布生産委員会/



















GM懇談会議長補佐千賀鉄也(経団匙経済協力部長)'" 4民で構成する o 16 GM懇談会の事務
は防衛生産委員会において行う.
[当両の活動方針1 (1) GMに関する行政ならびに研究機帯¢研究立案。 1'1 GMに関する資









































168 (304) 第 115書草3号
などに〈らべおくれている誘導弾の研究開発を早急にすすめ，研究対象を限定


























輯桂日本lと狩ける兵器生産とその特徴について (305) 169 
日本光学， 1956年8月松下電器が加入し.20社となった〉ナるのにおうじ，さらに強








































月13日， 相互防衛援助協定 (DDEP)にもとづき，三木外相とオズボ ン駐日
大使とのあいだで rナイキ・ホーク取得に伴う日米覚書Jが交換された。ま
42) 東芝を中心とする三井系6社(東芝， 富士重工業， 日本製鋼所，大日本セノレロイト¥ 東京計
器，三井物産〉では， 1958年ごろから， ミサイル・ホ クの圏産化をめざし3 共同研究乞はじめ




















ち第3次防衛力整備計画で 385億円4)(うち， r国産イ十J介は.約200億円で， その
内訳は. ~.fi体 130億円強，誘導装置40憧円強，推薬約2日億円〉で「国産化J されること
になったのナイキの生産については，競争相手がなく，主契約者は三菱重工業
にきまり，塔載用誘導電子機器は日本電気(米ウエスタン・エレクトリッグ社から

















化することになった固 (r赤旗J1967年10月 17~ ， r日経J1967年10月13日毒照)
44) 385億円はナイキ ハ キュリ ス弾体311発分(1発前6，000力円〉ー←ナイキり「圃産化」
は弾体。み一一一， 1971年度までに367億円が計上されたが，うち148億円はナイキ アシャツクス
2コ大隊。ハーキュリ ズ化機材などFMS有償援助による購入分である。
45) 錦3次防衛力整備計両(1972年度までに〕装備予定は， 2コ大隊 (14の中隊 1コ中隊は尭射
台6基， 弾体36発)と 1教轟隊(発射台5および大隊指揮装置など〕の665発で， 1967:年度発注
は3コ中隊と 1載噂隊編成分的101憶円(ノァク ダウ γの分をλ〈む)， 196.8午度中に発注は11
コ中隊分約414億円，計515億円である。




燃料，日産自動車がロケット・モ タ などを担当〉が. 30% (約130億円〕にあたる
部分を東芝を中心とする三井グループ(主としてレーダ一関係を担当し，東芝が補
捉レーダー，富士重工業がローダーパレットなどを生産，その他東京計器， 日本製鋼所

















46) 1967年7月24日から28日にかけて，米国防総省ミサイル担当官数名が来日，ナイキ ハー キュ
リー ズとホ ク白ミサイル基地の設置とミサイル兵器「国産化Jについてj 東京都市ヶ谷の在日
米軍事顧問団事萌所で』防衛庁装備局，陸幕』空幕の担当官と秘密会談L-. I国産化」にあたり
米軍方式の技術導入と「国産化率」を70%にすることがとりきめられたe したがって，日本側生
産者の手医入忍白ば，ホ グ ケス子ムの共通部分をのぞき，三菱グル プば約究地5億円，東
芝グループは約94.'5億円となる。
























































戦控目木における兵穏生産とその特世について (311) 175 























発，すなわち1的も以上のものが， 2段日のロケッ lに点火せr，射撃に失敗した。 cr読売J1974 
年2月24日参照)'!矢尭却の比平は41常に高い。現在，I!t有をれτ、るもののなかにも定戦にt耳
立たない欠陥ナイキのあることは悲鳴にかたくない。
176 (312) 第 115巻第3号
の確立を要求する。ロケット・ミサイノレが，近代兵器の中心になっている今日，
宇宙産業のもつ軍事的枠格のみならず.それが国民経済におよぼす影響を軽視
することはできないのである。
